





































































ア．資本金の額又は出資の総額が 3 億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 300 人
以下の会社及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第 4 号
までに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの。
イ．資本金の額又は出資の総額が 1 億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100 人
以下の会社及び個人であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの。 
ウ．資本金の額又は出資の総額が 5,000 万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数 100
人以下の会社及び個人であって、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの。
エ．資本金の額又は出資の総額が 5,000 万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 50
人以下の会社及び個人であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの。
【図表 1 － 1】  中小企業基本法における中小企業の範囲 
主たる事業 資本金の額又は出資の総額 常時使用する従業員の数
製造業、建設業、運輸業など 3 億円以下 300 人以下
卸売業 1 億円以下 100 人以下
サービス業 5,000 万円以下 100 人以下
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資本若しくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人以下の法人で、
その発行株式済株式数の 2 分の 1 以上が同一の大規模法人（資本金若しくは出資金の額が
1 億円以下を超える法人又は資本若しくは出資を有しない法人の内常時使用する従業員の
数が 1,000 人を超える法人をいい、中小企業投資育成株式会社を除く。）の所有に属してい
る法人、その発行済株式の 3 分の 2 以上が 2 つ以上の大規模法人の所有に属している法人




　法人税法上においては、資本金は 1 億円以下であり、従業員は 1,000 人以下が中小企業
の定義の目安となっている。しかしながら、中小企業の定義及び趣旨について一石を投じ
る出来事があった。2015 年 5 月には、経営再建中のシャープ株式会社が、赤字による累積
損失を穴埋めするため、1,200 億円超ある資本金を 1 億円に減らすことを検討していている
との報道２があった。シャープ単体では 2014 年 3 月末で 200 億円超の巨額の繰り越し欠損











１ 　関戸隆夫「中小企業の範囲と税率」『税研』第 30 巻第 6 号（2015 年）、1 － 4 頁。
２ 　2015 年 5 月 9 日付日本経済新聞他各紙が当該事実を報道。世間からの批判を受け、資本金を 5 億円
まで減資する決着する見通しである。













 　わが国の中小企業・小規模事業者数は、図表 1 － 2 にもあるように、中小企業庁によれ
ば 2012 年で約 385 万社といわれており、中小企業が全企業数に占める割合は 99.7% と公表
している。同様の調査が 2009 年にも行われており、その時の中小企業・小規模事業者数は
420 万社であり、3 年間で約 35 万が減少した５。

















　2008 年のリーマン・ショック後に大幅に増加した中小企業の倒産件数は、図表 1 － 3 か
らもわかるように 2010 年以降はマイナスで推移している。現状では倒産件数は減少してい
るといえる６が、中小企業の倒産数は大きくは減少しない現状がある。





金融危機・景気低迷による中小企業の資金繰り悪化等への対応策として、2009 年 12 月に約 2 年間の時
限立法として施行。期限を迎えても中小企業の業況・資金繰りは依然として厳しい状態にあったこと
から、二度にわたって延長され、2013 中小企業の資金繰り悪化等への対応策として、2009 年 12 月に
約 2 年間の時限立法として施行。期限を迎えても中小企業の業況・資金繰りは依然として厳しい状態
にあったことから、2 度にわたって延長され、2013 年 3 月末をもって終了した。
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【図表 1 － 3】　中小企業の倒産件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）
　 2002 2008 2009 2010 2011 2012 2013
件数 19,087 15,646 15,480 13,321 12,734 12,124 10,855
内中小企業 13,687 15,257 15,130 13,074 12,543 11,958 10,731
（出典：中小企業白書　2014 年）
　大企業と中小企業の生産性の格差など、いわゆる「二重構造」のを背景とする「格差是























７ 　川上義明「日本の中小企業政策に関する基礎的考察」『福岡大學 商學論叢』第 56 巻第 1 号（2011 年）、




































９ 　荒波辰也・中村廉平『現場からの経営支援』（金融財政事情研究会、2006 年）、3 － 4 頁。
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10 　日弁連中小企業法律支援センター編『中小企業再生の手引き』（商事法務、2012 年）、8 頁。
11 　デット・デット・スワップ（Debt Debt Swap）の略で、債権者が既存の債権を別の条件の債権に
変更することであり、通常、金融機関が既存の貸出債権を他の一般債権よりも返済順位の低い「劣後
ローン」に切り替える手法のことをいう。































評定損が計算される。民事再生法では法人税法基本通達 9 － 1 － 6 で損金算入されているが、
財産評定額は、民事再生計画の適法性担保の検証のために行われるもので、商法上の資産評
13 　財務省「平成 24 事務年度監督方針及び検査基本方針の改正について」の中で、新たな金融手法
（DDS,DES 等）の活用実績を 2020 年までに 2010 年度比で 50% 増を掲げる方針を出している。
14　高橋祐介「企業再生と債務免除益課税」『総合税制研究』12 号（2004 年）、162 頁。
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15　法人税法施行令 117 条、平成 13 年 9 月 26 日付国税庁課税部長回答資料。


















売上高 126,000 112,000 171,000 177,000 152,000 124,000 111,000
売上原価 103,000 97,000 153,000 134,000 113,000 98,000 89,000
売上総利益 22,000 15,000 18,000 43,000 39,000 26,000 22,000
人件費
（注１） 91,000 102,500 129,000 120,000 110,000 92,000 92,000
営業利益 － 1,000 － 51,000 － 30,000 － 8,000 － 1,000 － 7,000 － 8,000
経常利益 － 8,000 － 60,000 － 25,000 9,000 300 2,000 － 7,000
当期純利益 － 9,000 － 60,000 － 25,000 10,000 300 2,000 － 7,000
（減価償却費） 0 0 2,000 1,400 700 900 100
未払金項目 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年
社会保険料 0 0 22,000 28,000 34,000 37,000 34,000
租税
（注２） 0 0 5,000 8,000 9,000 10,000 12,000
小計 0 0 27,000 36,000 43,000 47,000 45,000
金融借入金 19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 25 年
短期借入金 21,000 20,448 18,591 19,023 94,536 98,822 96,342
長期借入金 111,000 104,428 111,347 103,812 16,935 17,590 19,330
小計 132,000 124,876 129,938 122,835 111,471 116,412 115,672
代表者借入 21,454 21,883 19,059 20,003 22,345 23,456 25,678
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　A 社は 2000 年に、大手電機会社向け電子部品組立会社として設立。その後、自動車分野に






　A 社は 2 度の経営危機に直面している。1 度目は、リーマン・ショック 17 後の不況である。
A 社はそれまでは業況が安定したこともあり、資金調達は金融機関から行うことで、資金繰

















17 　リーマン・ショックとは、2008 年 9 月に、アメリカの大手投資銀行であるリーマン・ブラザーズが
破綻したことに端を発した世界的金融危機のこと。
18 　東日本大震災とは、2011 年 3 月に東北地方を中心に発生した地震及び津波等の災害で、日本経済に
甚大な損害を与えた。
19 　A 社は開業してから破産を決意する（2014 年 3 月末）までの間に、社員人件費を遅延したことは
































熊本学園商学論集　第 20 巻　第 1 号（通巻第 55 号）2015・12
（2）法的倒産手続
　他に A 社はどういった選択肢があったのであろうか。まずは、法的倒産手続について検









【図表 1 － 5】法的倒産処理手続
手続の型 手続名 根拠法 施行日 利用者 手続の主宰者
再建型
民事再生手続 民事再生法 12 年 4 月 制限なし 再生債務者自身
会社更生手続 会社更生法 15 年 4 月 株式会社 更生管財人
清算型
破産手続 破産法 17 年 4 月 制限なし 破産管財人
特別清算手続 会社法 18 年 5 月 株式会社 清算人
　その中でも、インパクトの大きかった事象としては、民事再生法の施行（2000 年 4 月）











21 　杉本茂「企業再生をめぐる経済環境と税理士の役割」『税理』第 49 巻 6 号（2006 年）、26 頁。






























る規定が設けられている手続は破産（破産法 189 条）と会社更生（会社更生法 177 条 1 項
前段）だけであったのであった。民事再生法での財産評定は、債権者が再生計画による弁
済額と清算による弁済額との比較考慮を可能にさせ、合理的判断をさせるための情報提供
23 　高野角司「民事再生法の活用」『税理』　第 49 巻第 6 号（2006 年）、83 頁。
24 　高野・前掲注 23、 85 頁。
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を主たる目的にしているものであり、この財産評定は「財産を処分するもの」としており









則として、損金の額に算入されないことが原則である（法人税法 33 条 1 項）。しかし、例





入をすることができ（法人税法 59 条 2 項）、 次の 3 つの場合の金額の合計額（青色欠損金
当控除前所得を上限とする）に達するまで、繰越欠損金 25 の損金算入をすることができる









































26 　野村智夫・竹俣耕一編著『企業再建・清算の会計と税務　第 4 版』（中央経済社、2011 年）、233 －
235 頁。
27 　2011 年に税制改正があり、2008 年 4 月 1 日以後に開始した事業年度に生じた欠損金の繰越期間は 9





















































　2001 年 9 月に公表された私的整理に関するガイドラインは、わが国の歴史において初め
て成立した私的整理に関する手続準則であった。この私的整理ガイドラインは倒産実務家






30　住田昌弘編著『事業再生 ADR の実務』（金融財政事情研究会、2011 年）21 頁。








33　藤原総一郎「成功する再建スキームのポイント」『税務弘報』第 49 巻第 11 号（2001 年）、15 頁。
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ていた。私的整理ガイドラインが策定された同時期に国税庁が 2001 年 9 月 26 日に「『私
的整理に関するガイドライン』に基づき策定された再生計画により債権放棄等が行われた
場合の税務上の取扱いについて」として回答している 37。その中で、債務免除を受けた債




施行令 117 条第 4 号の整理開始の命令に準ずる事実等に該当する旨を定めており、法人税
法第 59 条 38 の適用があることになる。ついては、私的整理ガイドラインに定める手続に基
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